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因する諸制約により妨害され続けてきた。エジプトは改革というといつもマクロ経済や金融財政改革に焦点を当てたものだった。深刻な失業や貧困という社会的、構造的問題は後回しだった。改革を行うというときに社会的問題を等閑にすることがかえって失業率を悪化させ、政府の問題解決に関する公約への民衆の信頼を失わせることになるのだ。ホスニー・ムバラク前大統領のもと、エジプトの権威主義的な政権は国民の政治参加の余地を認めなかったし、特に経済改革に関係する問題ではそれが顕著であった。改革を議論する機構すらなんら存在しなかった。結果、政策立案、意思決定は支配エリートとその側近衆 限定された。その過程ではほかの枢要なセクタ 、例えば投資家層は一顧だにされなった。こ よう 治環境ではエジプト政府 競争的 環境を創出する 腐敗と格闘する、公正な商慣行を作り上げビジネス環境整備に資する、そしてとりわけ重要な国家の諸制度の透明性を確保する、などといった とに関心を向けることはなかった。　「アラブ世界の競争性に関する調査報告二〇〇七年版」 （アラブ経済の競争性につい 定期評価をくだしている調査報告）によると エジトでは非効率的な政府の官僚主義が災いして、あるべき制度構築が欠落しており企業経営や金融アクセスの妨げとなっていると結論している。信頼のおけ 制度―例えば司法制度や財産権 保護―の欠落はエジプトでのビジネス展開を検討している投資家の決断に影を投げかけるに違いない。●結語　エジプトでは若者の失業が大きな関心事項であ
り続けている。未来 政権は前政権が採用した社会政策を変革することを求められている。エ プトおよびほかのアラブ諸国が短期的 実施してい
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